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要 旨
岩田巖先生の，「企業会計における会計士監査の意味」と題する論文では財産法の担い手を会計士監査
に求められ，「「アカウント」・「アカウンタビリティ」・「アカウンティング・コントロール」」と題する論
文では，チャージされたアカウンタビリティがディスチャージされるために帳簿残高と実際在高との一
致ないし符合こそが重視されていた。これに関し，旧「監査基準」，同「監査実施準則」の「正規の監査
手続」，監査手続のアプローチとしての残高法等を検討して後，内部統制の基本的コントロールは会計的
コントロールであり，それはインターナル・アカウンタビリティのチャージとディスチャージをつうじ
て達成されるから，両論文を関連づけることが岩田先生の本旨に添うのではないかと主張した。
一 論題意識の発端
これまでの大学教員生活の中で最も長期間（昭和
42年４月から平成12年３月までの32年間，この間
に在外研究のため２年間休講）にわたりセミナーを
担当してきたのは早稲田大学商学部においてであっ
た。筆者が専任教員として比較的長期間にわたって
在籍した大学は，専修大学12年，中央大学22年で
あり，これらの大学においてもセミナーないし演習
を担当していたけれども。
通常，セミナーの担当者は専任教員によることを
慣行としている大学が多いから，非常勤の教員でセ
ミナーを担当することは奇異に感じられるかもしれ
ない。これは昭和40年頃，全共闘と略称する学生集
団が大学の秩序を著しく乱したことがある。当時在
職していた専修大学においても例外でなく，当時の
記憶によれば，略称「中核」（一部），「民青」（二部）
に属する学生が中心になって運動していた。早稲田
大学商学部は略称「革マル」に属するグループが強
い力をもっていた。そこで，早稲田大学商学部教授
会は研究・教育環境を維持するために，外部の大学
教員をして非常勤でセミナーを担当するようにした
のであった。私の学部・大学院の指導教授であった
青木茂男先生から早稲田大学第一商学部（後に商学
部と改称）で非常勤としてセミナーを担当するよう
にとのお話しをいただいたのもこのような背景によ
るものであった。
最初は，秩序回復までの適当な期間と思っていた
けれども，それが32年にも及んだということであ
る。早稲田大学でのこの比較的長い期間にわたり，
２泊３日程の春ないしは夏の合宿で幾度となくよく
輪読の対象としたのは，岩田巌著「利潤計算原理」
初版昭和31年３月３日웋웗（この書物は，他大学の教
員によっても多く採用されていたようであり，出版
社の同文舘によれば，平成14年までの版数は22版
を数えているとのことである）であった。中央大学
に在職するようになってからも，やはり，セミナー
の合宿においてこの書物を輪読の対象とすることが
多かった。
この書物は，第一編「利潤計算原理」，第二編「貸
借対照表論の基本問題」，第三編「ドイツ会計学説」
の３つの編からなっている。そして，「大田哲三博士
の指導によって，新井益太郎，関口重之，森田哲彌
および飯野利夫の４人が教授の死後に編集して出版
されたものである」워웗とあるように，著者が昭和30
年３月３日に亡くなられた翌年に公刊されている。
私が輪読の対象として選択したのは，この書物の
うち，主に第一編「利潤計算原理」であった。この
理由は，飯野利夫先生が「あとがき」で「第一編に
集録した論文と第二編のものには，発表年次におい
て約十七，八年のズレがある。第二編の方がはやい
のである。その間，先生には少くとも「かれこれ十
年近くの空白時代」があり，それを完全に脱却しきっ
てかかれたのが，第一編におさめられた諸論文であ
― ―1
［論文］
損益法と内部統制
“Revenue and Expense Accounting”and Internal Controls
檜 田 信 男
る。こんなことで，発表年次では，第一編と第二編
とは逆である。しかし，第二編の論文は，第一編と
くに第四章および第五章の思想を，より具体的，よ
り詳細に展開したものとみることが出来るのでこの
ような順序にした。」「また第三編の論文は先生が将
来発刊を予定されていた「資本維持論」（仮題）に取
り入れられるはずのもののようであったが，この企
画は，到底実現できそうにもないので，第三編とし
て入れることにした。こんなわけで第三編は第一編
や第二編とは別個の全く独立のものとも考えること
が出来る。」（436頁～437頁）とされていることに影
響されたこと，および合宿ゼミというごく短期間に
第二編の諸論文を学生諸君と輪読することの不安と
困難さを考慮したことによる。
二 岩田巖先生による財産法及び損益法と
会計士監査
この書物の第一編で，筆者が特に疑問を抱いたの
は，「第八章 企業会計における会計士監査の意味」
の部分においてである。この章は，第一編のまとめ
といってよく，「一 財産法の原理と損益法の原理」
「二 財産法と損益法の結合」「三 二つの貸借対照
表」「四 企業会計の構造」「五 会計士監査の意味」
からなっている。読了後なぜ疑問が残されたのか，
その疑問は正しいのかどうかを確かめるために，こ
の章の要旨を筆者なりに把握し，これをサブノート
のように記述してゆくことにしたい。
「一 財産法の原理と損益法の原理」の項では，財
産法および損益法の会計的本質に関し，次のように
述べられている。
先ず，「損益法と財産法は，本質に異なる利潤計算
であって」（158頁）とする認識にたって，財産法に
関し，「財産法という利潤計算の会計的本質は，資本
の実際在高（Istbestand）と帳簿残高（Solbestand）
との比較という点にある。・（中略）・一方において
期末現在の資産負債の棚卸評価によって貸借対照表
が作成され，これを通じて期末の正味資産，すなわ
ち資本の実際在高が算出される。他方において簿記
の試算表が，元帳勘定残高の集計比較により，期末
元入高すなわち資本の帳簿残高を決定する。この二
種の資本計算の組合せから，利潤を計算するのが財
産法の特徴である。・（中略）・損益法によらざる財
産法独自の損益計算書の作成・（中略）・これは個々
の資産負債項目のイスト・ベスタンドとゾル・ベス
タンドの差異を集計比較したもの・（中略）・この損
益計算書の利潤が前記の貸借対照表と完全に一致す
べきものであることはいうまでもない。」（159頁）と
される。
次いで，損益法について，「損益法の会計的本質は，
給付に対する収入と，費消に対する支出との配偶
（Matching）という点にある。」（159頁）とされ，「今
日の貨幣経済の下においては，結局において費用は
金銭の支出をともない，収益は収入をもたらす・（中
略）・損益法はこの事実にもとづいて前期，今期およ
び後期の収入支出から，費用たる支出と，収益たる
収入を選択測定し，収益に費用を配偶して，利潤を
算定するのである。」（160頁）と「前期，今期および
後期の収入支出」を基にして収益・費用の配偶をす
るという。「かようにして決定された収益費用を集計
して，損益計算書が作成される。ここに算定された
利潤は財産法の利潤とは性質を異にするものであっ
て，利潤に相当する資産の帳簿残高，すなわち計算
上の利潤である。・（中略）・収入支出から費用収益
を選択する場合，費用収益ならざる収入支出が後に
残ることになるが，この残余項目を集計して一表に
示すとき，貸借対照表が作成されることになる。こ
れは財産法の財産目録にもとづく貸借対照表とは趣
を異にし，計算上の貸借対照表である。」（160頁）と
される。
つぎに，「二 財産法と損益法の結合」の項では，
先ず，帳簿残高と実際在高との照合について，「一般
に記録計算は種々の事情によって事実から遊離し，
現実を示さなくなる傾向がある。そこで計算を事実
に引戻し，現実に符合せしめることが必要である。
帳簿残高と実際在高の照合はこのために行われる。
この照合によって会計の正確性，信頼性は保証され
るのである。・（中略）・利潤決定を目的とする企業
会計においても，利潤の帳簿残高と実際在高とが照
合されなければならない。両者の一致が確かめられ
てはじめて企業会計の信頼性が確保されるのであ
る。・（中略）・企業会計は，この両計算の結合を本質
的構造とすべきものであって，・（後略）・」（161頁）
と，企業会計の信頼性の確保と利潤の帳簿残高と実
際在高との照合について述べておられる。
そして，損益法と財産法とが結合した計算過程の
順序は，
１「損益法の原理にしたがい，簿記の記録を基礎
として，費用収益を選択集計配偶して損益計算
書を作成するとともに，計算上の貸借対照表を
作成する」
２「財産法の原理にしたがい，資産負債の棚卸評
価によって事実上の貸借対照表を作成する」
３「損益法の損益計算書における計算上の利潤
と，財産法の貸借対照表における事実上の利潤
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とを照合して一致の有無を吟味し，一致すれば
計算はここで終了する。利潤に差異がある場合
にはつぎの手続が必要である。」
４「損益法による計算上の貸借対照表と，財産法
による事実上の貸借対照表をもって，比較貸借
対照表を作成し，資産負債の各項目毎に増減を
求め，利潤差異を個別差異に分析する。この計
算は「利潤差異分析表」によって行われる。」
５「個別差異の性質を検討し，これに適当な科目
を附して前記の損益計算書に追加記入を行う。
右の手続によって，損益法の損益計算書と財産
法の貸借対照表との利潤を一致せしめ，利潤の
原因分析を完全なものとするのである。」とされ
る。（161頁～162頁）
次の「三 二つの貸借対照表」では，決算日現在
の資産負債の在高の比較により算出される正味財産
（期末資本の額），および正味財産を元入資本と比較
して算出される期間利潤を適当に分類配列して作成
される財産法の貸借対照表（87頁）と，一期間の損
益計算書に集合されず，残余項目を次期または次期
以降の利潤計算に繰越す役割を果すために作成され
る損益法での貸借対照表（102頁～103頁）とから比
較貸借対照表を作成し，分析するような企業会計本
来の計算過程は現実の企業会計とは異なる。その理
由のひとつは，「企業会計が一般に記録形式として，
複式簿記を採用し，日常取引の継続記録のみならず，
決算整理の過程についても，二重記入を行うからで
ある。・（中略）・利潤に関する計算と事実の照合が
背後に隠れ，利潤差異分析が表面に現れてこない・
（後略）・」（162頁～163頁）こと，「第二の理由は実
際上の困難，技術上の便宜から，財産法と損益法を
資産負債の全体について平行して行わないことであ
る。・（後略）・現実の貸借対照表には，財産法の貸借
対照表と損益法の貸借対照表とが混在している」
（163頁）ことをあげている。
そして「四 企業会計の構造」では，「財産法の処
理が縮小脱落して，損益法の取扱が拡大し精密化し
つつある・（中略）・。すなわち本来二元的であるべ
き会計の構造が，損益法一本に一元化しつつある傾
向・（後略）・」（164頁）を指摘し，この例として，
固定資産について，混合勘定としての処理から取替
法の採用，英国の複会計制度，損益法に属する減価
償却による固定資産処理の慣習化をあげ，また，棚
卸資産について棚卸評価法から継続記録法への移行
をあげている。
最後の節の「五 会計士監査の意味」においては，
「企業会計が損益法に一元化することが，その本質的
動向であるとするならば，企業会計の信頼性は何に
よって保証されるかということである」と問題を提
起し，「事実から離れがちな記録を，できるかぎり事
実に合わせようとすることは，会計の本能的欲求
で・（後略）・」あって，損益法と財産法との全面的
結合関係を保持した構造こそが，企業会計本来の正
しい計算構造だから，「財産法の計算を取りいれて，
会計の本然的形態を完成すべきであろう」（165頁）
とされる。
しかし理論的に「如何なる結合の仕方がありうる
のであろうか。・（中略）・損益法一元化が企業会計
の必然的運命であると認めることは，計算と事実の
照合が会計の本質的特徴でないことを認めるに等し
い。・（中略）・計算と事実の照合を基本的前提とし
たことは，根本的に誤謬であったのであろうか。・
（中略）・考えあぐねて幾度か抛棄を覚悟しながら
も，未練にこれを捨てかねて，執拗に考え続けてき
たのである。」（166頁）と理論的展開の困難に直面さ
れたことを述懐されている。
この困難な問題に対する岩田巖先生の考察は，「計
算と事実の照合が会計の本能的要求である以上，今
日の企業会計といえども全くこれを無視しうるはず
がないとすれば，現実の会計実務は如何なる仕方で，
この欠けるところを補っているかという方向へ考察
を進めるべきだったのである。」（166頁～167頁）と，
たんに理論的展開に終始するのではなく，理論と実
際との関係に注目し，理論の行き詰まりを会計実践
でどのように解決するようにしているかに注目され
た。
そこで，「現実はこの問題を如何に解決したか。結
論からいえば，会計士の監査によってこれを解決し
ているのである。会計士監査の制度こそ，企業会計
の欠けるところを補うものである。損益法を主体と
する今日の企業会計は，その帳簿記録を会計士に監
査せしめることによって，自ら省略した財産法を補
充していたのである。つまり会計士が財産法の担い
手なのである。」（167頁）としたのであった。
そして，さらに「会計士の監査手続の主なるもの
は，実査といい，確認といい，立会といい，質問と
いい，すべて可能なるかぎり帳簿から離れて独立に
事実を確かめ，帳簿記録の信頼性を立証し，あるい
は帳簿を修正して事実に符合せしめることである。
これは正に財産法の計算であり，端的にいえば，財
産目録の作成にほかならない。・・・企業会計は自
ら損益法の計算を行うにとどめ，財産法の計算は会
計士に担当せしめることによって，自己の本能的要
求を実現しているのである。」（167頁）ともされてい
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る。
三 損益法と会計士監査・内部監査
これまで，岩田巖先生が財産法と損益法とをどの
ように理解され，会計士監査の意味をどのように指
摘されていたかについて，「第八章 企業会計におけ
る会計士監査の意味」のなかで述べられていること
の要旨を，紙幅を過度に増やすことのないような範
囲で出来るだけ誤解を避けるようにと心がけながら
記述してきた。
この章の最後のパラグラフでは，「会計士監査が財
産法の変形であることは，全面的にもっと詳しく論
述する必要がある。また内部統制組織が高度に発展
した企業においては，一旦外部の公共会計士に委せ
た財産法の計算を，再び内部監査制度の形態で取り
戻しつつある事情を究めなければならない。これに
対して公共会計士監査の中心が，財産法の分担から
損益法に介入する主観的判断の公正なる立場からす
る判断という点へ移行しつつある点を，明らかにす
ることも必要である。だがここではこれまでの研究
の中間報告として，会計士監査の会計的意味を指摘
するにとどめたい。」（168頁）と，内部統制組織，内
部監査制度，損益法に介入する主観的判断での恣意
性の排除との関係に触れている。
「会計士監査が財産法の変形」あるいは「財産法の
分担」であることをベースにして，内部統制組織が
高度に発展している企業での内部監査による財産法
計算の実施，これによる会計士監査の財産法の分担
から「損益法に介入する主観的判断の公正なる立場
からする判断」への移行という事情の変化に着目さ
れていた。記録と事実との照合が企業会計の信頼性
の保証として本能的欲求であるとの視点から，損益
法と財産法とが結合した体系を追求されていて，こ
の研究が中間報告とされているから，御存命であれ
ば，おそらくこの研究をさらにすすめられたのであ
ろう。
しかしながら，「四 企業会計の構造」までは筆者
なりに理解出来たように思うけれども，「五 会計士
監査の意味」については，その説述に，筆者には理
解し難いものがいまなお残されている。それは，
①損益法と財産法との全面的結合関係を保持した
構造こそが，記録と事実との照合に根差した利潤計
算の本来あるべき正しい計算構造であるとされ，損
益法に財産法の計算を取りいれ，会計の本然的形態
を完成すべきであろうとされていた。ところが，「損
益法を主体とする今日の企業会計は，その帳簿記録
を会計士に監査せしめることによって，自ら省略し
た財産法を補充していた・・。つまり会計士が財産
法の担い手なのである。」と，計算構造とは本来は独
立の制度である会計士監査を財産法の担い手である
とした。財産法と損益法との全面的結合関係を保持
する企業会計本来の正しい利潤計算構造のなかに，
「会計士監査が財産法の変形である」としてなぜ会計
士監査を位置付けられるようにされてたのであろう
か。
さらに，疑問とされるのは，「会計士監査が財産法
の変形」であるとしながらも，内部統制組織の発展
によりそれが内部監査制度の形態で取り戻されつつ
あるとされていたが，依然として，財産法による計
算を企業内で独自に実施される内部監査に求めてい
ることである。さらにいえば，企業はその利潤計算
構造として，財産法の計算を企業外部の会計士監査
あるいは企業内部の内部監査に委ねるとすること
が，財産法と損益法との全面的結合関係を保持する
企業会計本来の正しい利潤計算構造として，ないし
利潤計算の基本的あり方として，適切であるといえ
るのかどうか。内部統制組織の高度な発展を前提と
して財産法の担い手として内部監査をあげるのであ
れば，なぜ，計算の信頼性を確保しようとする内部
統制組織そのものの検討をここに入れなかったので
あろうか。「会計士監査が財産法の変形」であるとす
ることについて，企業が自己の所有する資産・負債
について所有主としての注意をもって保管責任を担
うべきことは，株主に対する取締役の重要な義務で
あり，これを無視ないし軽視した利潤計算の構造の
存在は考えずらい。
利潤計算構造は，いかなる形態をとるにせよ，ま
ず企業の計算構造それ自体として信頼性を確保し得
る構造を保持することを要件とすべきであろう。こ
のために利潤計算構造を立論する前提として計算と
事実との照合を強調されていることでもある。企業
がそれ自体で会計記録の信頼性を担保する利潤計算
構造を保有し，さらにその計算構造のより客観性の
ある運用のために内部監査を保持し，これが企業と
は独立の外部の会計士によって判断されるとするこ
との方が，「公共会計士監査の中心が，財産法の分担
から損益法に介入する主観的判断の公正なる立場か
らする判断という点へ移行」（168頁）ともされてい
ることと結びつくのではないだろうか。
なぜ信頼され得る企業独自の利潤計算構造につい
て内部統制組織の機能が論じられていないのであろ
うか。会計士監査を企業会計に組み込んでの議論の
まえに，損益法による利潤計算構造での内部統制の
役割を示し，内部統制のどのような側面を企業会計
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に組み込むべきか，内部統制組織の事情をも斟酌す
る必要があったのではないかと考えられる。SECに
よるIFRSへのロードマップ웍웗では，U.S.A.の上場
有価証券発行者によるIFRSの利用にいたるマイル
ストーン ７項目のほかに，考慮を要する分野とし
て，財務情報の役割，会計システム・コントロール
手段および手続，監査，IFRSとIASBの基準設定プ
ロセスとをあげているけれども，より説得力が高い。
②また，「内部統制組織が高度に発展した企業にお
いては，一旦外部の公共会計士に委せた財産法の計
算を，再び内部監査制度の形態で取り戻しつつある
事情」も検討されるべきことを示唆されていた。
内部監査は，内部統制の不完全さを補完するとさ
れ，そのゆえに内部統制と内部監査との関連性を重
視する見解が比較的多くとられてきた。財産法の計
算を担うことが内部監査の本来の目的とされるべき
かについても，内部統制の本質に照らしなお検討し
なくてはならないであろう。
四 旧監査基準での監査手続
この八章に収録されている論文は，昭和25年５月
に森山書店から刊行された日本会計学会編「財務監
査論」（上野・太田先生還暦記念論文集 쒀）に掲載
されていたものである。「利潤計算原理」の第八章で
は，この論文集に掲載されている論文の「一」の箇
所が割愛されている。ここでは，「この小稿は筆者が
久しい間研究題目として考究を重ねてきた「企業会
計の構造」に関する一應の結論に相當するものであ
る。」（同論文集１頁）とされているから，その「第
一編 利潤計算原理」の最終章にこの論文を掲載し
たことはうなずかれる。ただ，この論文の内容につ
いての考察をするにあたって，この論文集の出版が，
わが国で初の監査基準（以下，旧監査基準という）
が制定，発表された昭和25年７月のまさに前夜に等
しい２ケ月前であったことを考慮しておくことが必
要であろう。
なぜなら，岩田巖先生は，昭和25年監査基準の制
定にあたってその草稿を執筆されたといわれる（そ
の草稿に関する審議会の場では，他のどの委員から
も異見が出されなかったと聞かれる。）。したがって，
この論文の執筆と旧監査基準草稿の執筆とはほとん
ど同じ頃ではなかったかと推測されることから，会
計士監査による財産法の計算が旧監査基準でどのよ
うに表現されているのかを，必要と認められる条項
にとどめて検討してゆくことにしたい。
先ず，前文の「財務諸表の監査について」におい
て，監査の目的を「財務諸表が，「企業会計原則」に
準拠して作成され，企業の財政状態及び経営成績を
適正に表示するか否かにつき，監査人が，職業的専
門家としての意見を表明して，財務諸表に対する社
会一般の信頼性を高めることである。」とし，財務諸
表の利用者について，経営者，投資者，債権者，そ
の他のいずれかに限定するのではなく，社会一般と
している。
また，財務諸表の性質について，「財務諸表が単な
る事実の客観的表示ではなく，むしろ多分に主観的
判断と慣習的方法の所産であることは，近代的企業
会計の著しい特徴である。」とされていることは，「財
務諸表の検査」（Examination of Financial State-
ments by Independent Public Accountants,1936,
Sec.I）で示されていることに類似する。ここでの近
代的企業会計は損益法を主とした利潤計算構造に基
づいているとみてよいのであろう。
次いで，「第一 監査一般基準」では，
「一 企業が発表する財務諸表の監査は，・（中
略）・当該企業に対して特別の利害関係のない
者によって行われなければならない。
・・・(中略)・・・
五 監査人の行う監査証明は，客観的事実の証明
ではなくして，財務諸表の適否に関する意見の
表明である。
六 監査人は，財務諸表に対する意見に関して責
任を負うのであって，財務諸表の作成に関して
責任を負うものではない。
・・・(後略)・・・ 」
として，監査人は，公正不偏な心構えをもって適正
な財務諸表が公表されるように指導するけれども，
企業との間では，財務諸表の作成，すなわち利潤計
算自体に関し責任を負わないこと，財務諸表（利潤
計算とその開示）の適否について表明する意見に責
任を持つこと，企業に対して経済的・身分的利害関
係を有しないことなど，独立性の確保と利潤計算に
対する責任の区分を明らかにしている。
次いで，「監査実施準則」の「正規の監査手続」で
は，
明細表を求め，またないしは関係帳簿と照合する
手続をとることとしている事項は，現金，預金，手
形債権，受取勘定，有価証券，固定資産，手形債務，
支払勘定，社債及び長期借入金などにあり，棚卸資
産については責任者の署名ある棚卸表を求め，現場
で作成された棚卸原票，その他の資料と照合するよ
うにしている。基本的には企業の側でその保有する
資産及び負債を把握し，その把握した結果と監査人
の監査結果と照合する考え方をとっている。
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次いで，例えば，海外の粉飾事例から当時注目さ
れていた監査対象項目のひとつとしての「受取勘定」
を見ると，それに対する監査手続は，
「１ 監査年度末現在の受取勘定残高を人名別及
び期限別に分類した明細表を求め，関係帳簿の
残高と照合することを要する。
受取勘定にして証書のあるものについては，
帳簿記録と証書とを照合して検査することを
要する。
２ 受取勘定が流動資産又は総資産中重要なる
割合を占める場合には，債務者に照会して確認
を求めることを要する。
３ 受取勘定残高の内容を検査し，係争中の項目
又は期限の経過した金額については，責任ある
役員に質問して説明を求めることを要する。
４ 貸倒引当金の当否を確かめるため，質問その
他必要な検査を行うことを要する。
５ 貸倒償却を行った債権については，責任者の
正当な承認を得たものか否かを質問して説明
を求めることを要する。」
のように示されている。
受取勘定に記載されている残高が，受取勘定とし
ての要件を具備し，それが現実に存在し，回収可能
であり，適切に管理されているのかを監査要点とし
ている。それは正規の簿記の原則を満足し，弁明可
能であるように債権の発生と回収等を継続的に記録
し，その消し込みが確実に行われ，その在高が請求
可能な債権を常に示すように管理されていなければ
ならない。受取勘定の管理の評価は，不正の発生防
止，不良資産の有無，架空計上の排除に関し重視さ
れる。受取勘定について債務者への確認により外部
証拠を入手するようにしているが，流動資産または
総資産を基準として重要であると認められるときに
おいてであり，受取勘定関係帳簿記録との関連にお
いて確認を行うとしている。したがって，監査人が
独自に財産目録を作成し，それに基づいて貸借対照
表を作成し，企業の受取勘定と照合するようにはし
ていない。あくまでも，企業が継続的に作成したア
カウンタブルな関係帳簿に照らし，それと確認結果
との照合に重点がおかれている。しかし，網羅性（無
視するのではないが）よりは実在性に主眼がおかれ
ているといってよいであろう。
かって貸借対照表監査の決定版といわれたAIA
（現在のAICPA），「財務諸表の検証」（Verification
 
of Financial Statements,1929，略称〝Verifica-
tion"）でも，監査の範囲を，◯ａ一定日における資産・
負債の検証，◯ｂ検討対象期間の損益勘定の検証，◯ｃ
内部牽制の有効性を確かめるための会計システムの
検査 としていたが，
１)期首と期末に，総勘定元帳から締切後の試算
表を比較形式で作成
２)資産・負債の検証以前に，試算表に記載の全
項目を貸借対照表と照合
３)資産・負債の検証目的を，それらの実在性と
網羅性，期首・期末での分類の一致，貸借対照
表と帳簿との一致の有無
４)期間中の資産・負債の処分（屑処理，売却，
抹消等）がその取引事実と符合していること
５)期中に開設・閉鎖の勘定の財務状況への影響
の確認，総勘定元帳の精査
６)期首・期末の貸借対照表を比較し，資源の増
減報告書を作成
７)資産・負債の検証手順は貸借対照表記載の順
序による
のように監査の方法を示していた。
「財務諸表の検証」は，旧監査基準より資産・負債
それ自体に接近し，その在高を独自に測定すること
に近い。
五 損益法と内部統制
損益法を主体とする今日の企業会計は，会計士が
財産法の担い手として監査せしめることによって，
自ら省略した財産法を補充していたとする見方は，
制度として必ずしもそのように実施されているとは
いえない。
損益法に一元化することが本質的動向であるとさ
れる企業会計は，その信頼性を保証するために，事
実と記録との照合をどのように確保しようとするの
か。これをアカウンタビリティのチャージとディス
チャージのプロセス，これを基礎とする内部統制の
プロセスに求めたいと筆者は考えている。
かって，筆者は，内部統制の本質についての考察
をすすめたことがある。웎웗その内容をここに再度述
べさせていただきたい。その骨子は，内部統制の基
本的コントロールは会計的コントロールであり，会
計的コントロールの手段はインターナル・アカウン
タビリティのチャージとディスチャージで，した
がってその核はアカウンタビリティであるとするも
のである。
アカウンタビリティは，一般的に，財産の委託す
なわち財産運用権限の委譲により確定された責任に
ついて，運用権限の行使をつうじての責任の達成に
関する説明義務であるとされる。いったんアカウン
タビリティが設定されると，どのような被委譲者（受
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託者）も委譲者（委託者）に対し，その権限の行使
と責任の達成について申し開きをする義務を生ず
る。なぜなら，被委譲者（受託者）は，自己の所有
でない委譲者（委託者）の財産を，委譲の趣旨に反
しない限り，委譲者（委託者）からなんらの制約を
受けることなく，自らの自由な判断で運用するので
あるから，財産の所有者である委譲者（委託者）に
対して弁明しなくてはならないことは必定だからで
ある。
チャージされたアカウンタビリティは正当な理由
のない限りディスチャージされない。アカウンタビ
リティがディスチャージされるためには，被委譲者
の説明が，委譲された権限の行使や責任の達成につ
いて，委譲者からの十分な納得を得なければならな
い。このためには，説明それ自体が明瞭に事実を伝
えることが求められる。このために，その説明のな
かに存在する判断に恣意性が介入することがないよ
う，ましてや不正，そして一定の程度（誠実性が疑
われるような）を超える誤謬が存在することは許さ
れず，信頼されるものでなければならない。
これに関し，岩田巌先生は，「職制上，企業内部に
おいて，財産の受払保管に関する権限が一定の部署
や担当者に委譲され，その責任の範囲が限定されて
いる場合，この業務を担当する者は，財産の受入か
ら払出すまでの間において委託された財産が如何に
管理保全されているかの顚末を，要求されれば，説
明する責任を負うものである。この種の責任が，こ
こにいうところのアカウンタビリティということで
ある。」웏웗と，上述と若干の相違があるにしても，基本
的に同趣旨の理解を示されている。
岩田先生は，続いて「現金勘定において借方の残
高があるかぎり，出納担当者はこの部分に関するア
カウンタビリティを負うのである。だが，もし現金
の実地棚卸が行われ，その実際在高と勘定残高との
一致が認められる場合には，残高に関しても出納担
当者のアカウンタビリティは解除されることにな
る。帳簿残高は会計的には，現金がこれだけ増加し，
これだけ減少したと記録されているから，これだけ
は当然残っている筈だという意味の残高である。ド
イツではこの種の残高をゾル・ベスタンドという。・
（中略）・・これに対して実地棚卸によって確かめた
残高は，実際の事実としての残高である。・（中
略）・・このゾル・ベスタンドとイスト・ベスタンド
が符合するということは勘定記録に漏れがなく正確
であったことを示すとともに出納担当者が保管の任
務を果し，現金の保管が完全であったことを立証す
るものである。従ってこれで出納担当者のアカウン
タビリティは解除されるのである。」원웗とされる。
ここの勘定記録がアカウンタブルであるために
は，その記録の記述が正確でなければならないが，
さらに当該記録は関連する証憑書類と一致している
ことが必要である。そしてこの証憑書類は取引事実
を正しく反映するのでなければならない。このよう
な要件を備える勘定記録の集積としての残高は，あ
るべき残高を示すことになる。アカウンタブルな記
録に基づいてのインターナル・アカウンタビリティ
のチャージとディスチャージとをつうじて，会計記
録の正確性や財産の保全が確保されることになる。
これが確実に行われることを保証する手段が会計的
コントロールないしアカウンティング・コントロー
ル（コントロールには，目標志向的概念と手段的概
念とがある。）である。
しかも，アカウンタビリティは，基本的には「あ
るべきもの」（solen）にてらして「あるもの」（sein）
を説明すると理解されるようになってきているか
ら，アカウンタビリティのチャージには，将来回収
されるべき金額，あるいは予算や標準のような未来
数値があるべき価値として勘定に記載されるか，あ
るいは勘定と有機的関係を有するようになると，こ
れらをもチャージに含めるとされ，これらとの問に
ついてもアカウンタビリティが存在するように理解
されるにいたっている。しかしながら，予算管理制
度や標準原価計算制度の導入ないし設定の趣旨から
能率性の説明こそが主たるもののように理解される
ことが多い。
それゆえ，インターナル・アカウンタビリティの
チャージとディスチャージにおいては，不正や誤謬，
法令違反のほかに非能率に対するコントロールをも
ともない，これらを内包するコントロールを会計的
統制ないしアカウンティング・コントロールともさ
れるように展開されてきた。
内部統制の基本的機能は会計的コントロールにあ
るけれども，それはまた手段的側面としては，アカ
ウンタビリティのチャージとディスチャージとが相
互に牽制的に機能するように，その目標遂行の過程
で，その構成要素（例えば，人，あるいは機械等）
が目標達成に向けて抑制されるように仕組まれ，設
計されていることが重要である。アカウンタビリ
ティの概念を無視した会計的コントロールの概念は
存在し得ない。
インターナル・コントロールの手段は，会計的コ
ントロールの本来的な目標である会計記録の正確
性，財産の保全，そして能率性の促進，法令違反の
排除に照らして，異常と認められる事実が発見され
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たときは，当該異常事項を管理責任者に明示し，こ
れにより企業が選択した目標の達成を高めるための
情報提供の手段体系（システムと称してもよい）で
ある。
内部統制の本質的要素は，例えば金庫や鍵，錠等
の物的設備等それ自体ではなく，それらをどのよう
に操作するか，それらを取扱う手続的方法のうちに
ある。金庫がどのように価格の高く，またそれ自体
として幾重にもチェックを組み込んだ堅牢な製品で
あるにしても，そのこと自体をもって内部統制の手
段体系が信頼されると評価することは出来ない。た
だ，内部統制の目標達成に関連する設備に多額の支
出をするというマネジメントの判断が内部統制の手
段体系を重視しているとのマネジメントの姿勢（内
部統制環境）を評価するひとつの資料になる。繰り
返すけれども，このような姿勢の評価結果は，内部
統制の手段体系の信頼度を評価する決定的な証拠，
ないし決め手にはなり得ない。
わが国では，例えば，旧監査基準に見られるよう
に，内部統制組織の語が使用されることが多い。sys-
temの語には，辞書においては，「組織」「制度」「体
系」「体制」など多くの日本語があてられている。「組
織」（organization）は，特定の目的を達成するため
に多数の人々が協力的関係を保持する人の構成体を
意味する。目的の達成にむけての協力関係が保持さ
れていないときにはもはや組織とはいわれない。經
理部・生産管理部・購買部等々は組織とされる。こ
れに対しsystemは組織を運営するための方法に関
するものである。内部統制組織は組織ないし組織体
を内部統制の目標を達成するように運営するための
あり方に関するものである。それはプロセスといっ
てもよい。例えば，經理部が財務諸表を作成して所
定の期間内に報告するとか，あるいは原価情報を作
成して原価管理の責任者に報告するにあたり，それ
らが一定の時期までに読者が誤解しない程度の正確
さを保持するための手続の体系が内部統制組織であ
る。英語で内部統制はsystem of internal controlあ
るいはinternal controlsといわれ，organization of
 
internal controlとはいわれない。内部統制組織は，
特定の明確な目標とその達成水準，目標に関連する
構成パーツの識別，それら構成パーツの決められた
配列こそが重視される。
さらに，このような内部統制の説述に関して，内
部統制のCOSOモデルに触れておく必要がある。こ
のモデルでの内部統制の構成要素（components）と
される統制環境，リスク評価，統制活動，情報とコ
ミュニケーション，監視の５つこそが，内部統制の
評価にあたって注目され，システムとしての内部統
制の構造的特徴がこの構成要素の影になっているよ
うにみられる。
しかしながら，「内部統制とは，企業の取締役会，
マネジメント，その他の幹部によってその目標が達
成されるようにされ，次の諸領域に関する目標の達
成について合理的保証を提供するように設計されて
いる，ひとつのプロセスである。
オペレーションの有効性と能率性
財務報告の信頼性
適用可能な法令への準拠性」웑웗
とされている。この内部統制の定義に関するキー・
コンセプトのひとつとしてあげている「プロセス」
に関し，「内部統制はプロセスである。それは最終結
果endに対する手段であって，それ自体が最終結果
ではない。」とし，内部統制が，組織体の運営方法に
かかわる概念であることを明らかにしている。これ
は，コントロールの語が結果を志向する意味で使用
する場合と手段を意味して用いられることがあるこ
とから，あえてプロセスを意味するようにinternal
 
controlsの語を用いると，あえて内部統制の手段的
性格に限定しての使用を明らかにしているとみられ
る。
金融庁企業会計審議会「財務報告に係る内部統制
の評価及び監査の基準」及び「財務報告に係る内部
統制の評価及び監査に関する実施基準」（平成19年
２月15日）で示されている内部統制も基本的には
COSOモデルに類似する。
COSOモデルでの内部統制の構成要素は，内部統
制の手段体系を評価するにあたっての切り口を示し
ているとみるべきであろう。そうでなければ，「統制
環境は，構成員のコントロール意識に影響を与え，
組織体の雰囲気を醸成する。それは規律と構造を創
り，内部統制の他の構成要素の基礎とされる。」とし
てマネジメントの誠実性と倫理的な価値基準，取締
役会又は監査委員会，マネジメントの経営理念と運
営のあり方，組織構造，業務活動に対する権限及び
責任の明確化，人的資源に関する方針などをあげて
いるが，웒웗これらが内部統制に包含されるとすれば，
内部統制はコーポレート・ガバナンスやリスク・マ
ネジメントをも内包する企業の指揮・運営を支配す
るための包括的な管理体制となり，先の定義と矛盾
することになる。
わが国では，一部にこのような見解をとっている
のではないかとみられるものもあるけれども，筆者
にとってはどうにも理解出来ない。しかしながら，
内部統制を評価するときにはこれらを内部統制の前
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提として捉えていかなければならないことはいうま
でもない。かってAICPAは，内部統制構造と称し，
それは統制環境と内部統制手段とからなるとしたこ
とがあった。웓웗
COSOの内部統制環境はこの延長線上にあると
みられる。SEC通牒では，内部統制の評価にあたり，
その範囲を会社の全階層にわたるあらゆる種類の方
針，計画，手続，プロセス，システム，活動，機能，
プロジェクト，独創的主導，努力にまで拡張してい
るが，웋월웗監査人の責任をより強く求めて会計不祥事
の発生に対応しようとするにあたって当然といって
よい。
要するに，内部統制はその目標を達成するための
手段であり，その中核的部分はアカウンタビリティ
のチャージとディスチャージが確実に遂行されるよ
うにする手続の体系であるといってよい。これは，
利潤計算原理の視点からすれば，勘定残高が実際在
高と一致することを保証する手続の体系であると
いってよい。
損益法は収益と費用とを対応させることにより利
潤を認識する方法であるとされた。この計算結果を
監査するために，発生した期間収益と実現した期間
費用の正当性，その対応の当否を確かめるための監
査手続のアプローチ（監査方法）として，残高法と
取引法とがいわれてきた。웋웋웗これらのいずれを選択
すべきかについて，より信頼度の高い証拠を入手す
るためには残高法がすぐれているとされ，財務諸表
監査の目標は，損益計算監査といわれながらも，そ
の監査手続の大部分は貸借対照表項目の増減と残高
について証拠の入手をつうじ収益及び費用の確証を
行うようにされてきた。これは，◯ａ損益計算書記載
項目は名目勘定であり，貸借対照表記載の勘定項目
はその多くが実在勘定であることや，◯ｂ入手される
監査証拠の信頼度に関連しての監査手続の費用対効
果，◯ｃ内部統制システムへの依存度などから，繰延
税金勘定や金融商品や固定資産の評価を勘案しても
肯定される監査手続のすすめ方であろう。
しかし，残高法での監査手続は，その監査対象で
ある財務諸表について，メインを損益計算書におき，
一期間の収益及び費用として認識されなかった事項
の繰延表として貸借対照表を理解するという近代会
計制度を前提として，記録されている勘定記録，そ
の結果としての勘定残高を監査の対象としている。
したがって，監査手続のアプローチとしての残高法
により監査手続を体系化しているとしても，それが
利潤計算原理における残高法の会計士による分担と
はならない。
結び
「財務計算に関する書類その他の情報の適正性を
確保するための体制に関する内閣府令」（平成19年
８月10日内閣府令第62号，最終改正平成20年６月
６日内閣府令第36号）は，平成20年４月１日以後
開始する事業年度から適用され，平成21年３月に事
業年度が終結する対象会社に対して内部統制報告制
度がスタートしている。この制度のスタート以来，
内部監査を担当する人々の間では，経営者が作成す
る「内部統制報告書」（金融商品取引法第24の４の
４①②）に関し，内部監査人が「財務報告に係る内
部統制」を対象とした監査結果について，これまで
の能率性の検討を重視した業務監査の報告書とは別
に，内部監査報告書として経営者に提出すべきかな
どが個人的に話し合われているとも聞かれる。
これまで各種業務の実施状況とその結果を重視し
てきた内部監査が，業務実施のプロセスをさらに重
視し，特にこれまでとかく軽視しがちであった会計
監査のウエイトが高い「財務報告にかかる内部統制」
に注目するという変化は，内部統制報告制度の影響
を強く受けての結果である。
他方，国際財務報告基準（IFRS）への収斂に関連
して，包括利益の採用等わが国の企業会計原則との
乖離事項について，会計上の問題が議論されている。
しかし，そのわが国での議論に関連し，内部統制が
論議されることはほとんど全くといってよいほどに
ない。SECのRoad Mapでは，財務報告の手続やコ
ントロール手段（Accounting Systems,Controls
 
and Procedures）を，IFRSを利用しての報告にい
たるマイルストーンとは別の考慮事項として記載し
ているにしても，そこにあげられていることは注目
される。
学生諸君にこれまで読んでいただくことが多かっ
た「利潤計算原理」では，損益法との関連において
内部統制を示唆しているけれども，それらの手続的
関係を述べていない。これはわが国の財務会計の書
物では一般的である。
しかし，岩田先生は，「企業会計における会計士監
査の意味」と題する論文で財産法の担い手を会計士
監査に求められたが，「「アカウント」・「アカウンタ
ビリティ」・「アカウンティング・コントロール」」と
題する論文では，チャージされたアカウンタビリ
ティがディスチャージされるために帳簿残高と実際
在高との一致ないし符合が求められた。利潤計算構
造のなかで，その計算過程で勘定残高の確認が行わ
れ，実際在高が把握されると理解することが許され
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るのであろう。
勘定記録の信頼性を保証する企業会計として，記
録と事実との照合を立論の前提として利潤計算のあ
り方の考察をすすめてゆくにあたって，筆者の監査
論視座に強く影響されてのことであろうけれども，
そのことの方が筆者にとって理解しやすい。
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